
 

（仕入明細書を受領した場合における売上税額の積上げ計算） 

【答】  

適格請求書等保存方式における売上税額の計算方法については、割戻し計算のほか、相手方

に「交付」した適格請求書等の写しを保存している場合（適格請求書等に係る電磁的記録を保

存している場合を含みます。）に、そこに記載された税率ごとの消費税額等の合計額に100分の

78を掛けて算出した金額を売上税額とする積上げ計算も認められています（消法45⑤、消令62）。 

また、買手である取引先が、仕入明細書を仕入税額控除の要件として保存すべき請求書等と

するには、当該仕入明細書に記載されている事項について売手である貴社の確認を受けること

が必要です。 

この確認の結果、貴社と相手方との間で仕入明細書に記載された消費税額等について共有さ

れることになりますので、ご質問のように、取引当事者間での取決め等により、仕入明細書に

より代金の支払が行われ、売手が適格請求書を交付することができない場合であっても、仕入

明細書に記載されている事項の確認に当たって仕入明細書を受領しており、かつ、当該受領し

た仕入明細書を適格請求書等の写しと同様の期間・方法により保存している場合には、「交付し

た適格請求書等の写しの保存」があるものとして、売上税額の積上げ計算を行って差し支えあ

りません。 

※ 適格請求書の写しの保存期間や方法については、問79《適格請求書の写しの保存期間等》

をご参照ください。 

 

  

問 121 当社は売上税額の積上げ計算を行うため、適格請求書を交付して、その写しを保存する

こととしています。しかし、取引先の中には、仕入明細書により支払が行われ、当社が作成

した適格請求書を受けとってもらえない取引先もあります。 

   そういった取引先に対する売上げについては、売上税額の積上げ計算を行うために必要な

「交付した適格請求書の写し」の保存を行うことができません。このような場合、当該取引

先に対する売上げに係る売上税額の積上げ計算を行うことはできないのでしょうか。 

なお、確認をするために取引先から受領した仕入明細書については、当社でも保存してい

ます。【令和４年４月追加】【令和５年 10月改訂】 


